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Ⅰ 共通編 

１． 総則 

  

1.1 一般事項 

1.1.7 契約金額の変更 

契約金額の変更は、契約書第 20 条の規定によるものとする。ただ

し、請負金額の変更は広域連合企業団の単価で行い、前設計見積工事

価格（請負金額から消費税相当額を減じた額）の３％以内で 25 万円

を超過しないものの増額分については変更しないものとする。ただ

し、減額の場合は除く。 

1.1.24 保証期間 

 受注者は、工事の目的物が種類又は品質に関して契約の内容に適合

しない場合におけるその不適合を担保すべき責任があるときは、契約

書第 45 条の規定期間の不適合を修補し、また、その不適合によって

生じた滅失若しくは、き損に対し損害を賠償するものとする。 

 

1.3 安全管理 

1.3.3 交通及び保安上の措置 

表１．１一般制限値 

車両の諸元 一般制限値 

幅 

長さ 

高さ 

2.5m 

12.0m 

 3.8m 

Ⅰ 共通編 

１． 総則 

  

1.1 一般事項 

1.1.7 契約金額の変更 

契約金額の変更は、契約書第 20 条の規定によるものとする。ただ

し、請負金額の変更は広域連合企業団の単価で行い、前設計見積工事

価格（請負金額の 108 分の 100 相当額）の３％以内で 25 万円を超過

しないものの増額分については変更しないものとする。ただし、減額

の場合は除く。 

1.1.24 保証期間 

 受注者は、工事目的物に瑕疵があるときは、契約書第 45 条の規定期

間の瑕疵を修補し、また、その瑕疵によって生じた滅失若しくは、き損

に対し損害を賠償するものとする。 

 

 

1.3 安全管理 

1.3.3 交通及び保安上の措置 

表１．１一般制限値 

車両の諸元 一般制限値 

幅 

長さ 

高さ 

 2.5m 

12.0m 

 3.8m 
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重量 総 重 量 

 

   軸 重 

   隣接軸重 

   の 合 計 

 

    軸荷重 

最小回転半径 

20.0t（但し、高速自動車国道・指定道路については、軸距・長

さに応じ最大 25.0t） 

10.0t 

隣り合う車軸に係る軸距 1.8m 未満の場合は 18t（隣り合う車軸 

に係る軸距が 1.3m 以上で、かつ、当該隣り合う車軸の係る軸重 

が 9.5t 以下の場合は 19t）、1.8m の場合は 20t 

 5.0t 

12.0m 

 

1.3.5 事故防止 

10．受注者は、仮配管を交通量または通行量の多い道路に露出する場合

には、カラーコーン、反射式トラテープ等で仮配管の位置を第三者に

標示し、事故防止に努めなければならない。 

 

1.4 完成 

1.4.2 完成後の提出書類 

  受注者は、工事完成時に、次に掲げる完成図書を工事完成通知書に

添えて、監督職員に提出しなければならない。 

(1) 工事関係図書 出来形測量の結果をもとに完成図作成要領によ

り作成した完成図 

(2) 工事記録写真 工事記録写真撮影要領により作成した写真帳 

(3) 工事報告書等 この仕様書に定める一連の報告書等及び監督職

員が指示した工事関係資料等 

(4) 電子媒体 ＰＤＦファイル（完成図書の全ページ）、ＴＩＦＦフ

ァイル（全ての完成図）及びＤＷＧデータ若しくはＤ

重量 総 重 量 

 

   軸 重 

   隣接軸重 

   の 合 計 

 

    軸荷重 

最小回転半径 

20.0t（但し、高速自動車国道・指定道路については、軸距・長

さに応じ最大 25.0t） 

10.0t 

隣り合う車軸に係る軸距 1.0m 未満の場合は 18t（隣り合う車軸 

に係る軸距が 1.3m 以上で、かつ、当該隣り合う車軸の係る軸重 

が 9.5t 以下の場合は 19t）、1.8m の場合は 20t 

 5.0t 

12.0m 

 

1.3.5 事故防止 

 

 

 

 

1.4 完成 

1.4.2 完成後の提出書類 

  受注者は、工事完成時に、次に掲げる完成図書を工事完成通知書に

添えて、監督職員に提出しなければならない。 

(1) 工事関係図書 出来形測量の結果をもとに完成図作成要領によ

り作成した完成図 

(2) 工事記録写真 工事記録写真撮影要領により作成した写真帳 

(3) 工事報告書等 この仕様書に定める一連の報告書等及び監督職

員が指示した工事関係資料等 

(4) 電子媒体 ＰＤＦファイル（完成図書の全ページ）及びＴＩＦＦ

ファイル（全ての完成図）を記録した、ＣＤ－Ｒ等の
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ＸＦデータ（全ての完成図）を記録した、ＣＤ－Ｒ等

の電子媒体 

電子媒体 
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２．材 料 

  

2.4 材料品目 

2.4.7 瀝青材料 

表 2.23 セミブローンアスファルト（ＡＣ‐100）の規格 

項目 規格値 

粘度（60℃）       Pa・s 1,000  ±200 

粘度（180℃）       ㎟／S     200  以下 

薄膜加熱質量変化率      ％       0.6 以下 

針入度（25℃）      1/10 ㎜      40  以上 

トルエン           ％     99.0 以上 

引火点            ℃    260  以上 

密 度（15℃）       g／㎤   1,000  以上 

粘度比（60℃、薄膜加熱後／加熱前      5  以下 

 

表 2.26 再生添加剤の品質（エマルジョン系）路上表層再生用 

項    目 単位 規格値 試験方法 

    粘度          (25℃) SFS 15～85 舗装調査・試験法便覧 A072 

   蒸発残留分 ％ 60 以上 舗装調査・試験法便覧 A079 

   蒸 

残 発 

留 

分 

 引火点     (COC) ℃ 200 以上 舗装調査・試験法便覧 A045 

 粘度       (60℃) ㎟／ｓ 50～300 舗装調査・試験法便覧 A051 

 薄膜加熱後の粘度比 

(60℃) 

 2 以下 舗装調査・試験法便覧 A046 

 薄膜加熱質量変化率 ％ 6.0 以下 舗装調査・試験法便覧 A046 

２．材 料 

  

2.4 材料品目 

2.4.7 瀝青材料 

表 2.23 セミブローンアスファルト（ＡＣ‐100）の規格 

項目 規格値 

粘度（60℃）       Pa・s 1,000  ±200 

粘度（180℃）       ㎟／S     200  以下 

薄膜加熱質量変化率      ％       0.6 以下 

針入度（25℃）      1/10 ㎜      40  以上 

三塩化エタン可溶分      ％     99.0 以上 

引火点            ℃    260  以上 

密 度（15℃）       g／㎤   1,000  以上 

粘度比（60℃、薄膜加熱後／加熱前      5  以下 

 

表 2.26 再生添加剤の品質（エマルジョン系）路上表層再生用 

項    目 単位 規格値 試験方法 

    粘度          (25℃) SFS 15～85 舗装調査・試験法便覧 A072 

   蒸発残留分 ％ 60 以上 舗装調査・試験法便覧 A079 

   蒸 

残 発 

留 

分 

 引火点     (COC) ℃ 200 以上 舗装調査・試験法便覧 A045 

 粘度       (60℃) ㎟／ｓ 5～300 舗装調査・試験法便覧 A051 

 薄膜加熱後の粘度比 

(60℃) 

 2 以下 舗装調査・試験法便覧 A046 

 薄膜加熱質量変化率 ％ 6.0 以下 舗装調査・試験法便覧 A046 
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表 2.27 再生添加剤の品質（オイル系）路上表層再生用 

項    目 単位 規格値 試験方法 

 引火点             (COC) ℃ 200 以上 舗装調査・試験法便覧 A045 

 粘度               (60℃) ㎟／ｓ 50～300 舗装調査・試験法便覧 A051 

 薄膜加熱後の粘度比 (60℃)  2 以下 舗装調査・試験法便覧 A046 

 薄膜加熱質量変化率 ％ 6.0 以下 舗装調査・試験法便覧 A046 
 

 

表 2.27 再生添加剤の品質（オイル系）路上表層再生用 

項    目 単位 規格値 試験方法 

 引火点             (COC) ℃ 200 以上 舗装調査・試験法便覧 A045 

 粘度               (60℃) ㎟／ｓ 5～300 舗装調査・試験法便覧 A051 

 薄膜加熱後の粘度比 (60℃)  2 以下 舗装調査・試験法便覧 A046 

 薄膜加熱質量変化率 ％ 6.0 以下 舗装調査・試験法便覧 A046 
 

 

(変更) 
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Ⅱ 管路工事 

４．管路工事 

  

4.1 施工一般 

4.1.9 埋戻工 

２．埋戻しに際しては、所定の土砂を用いて片埋めにならないように注

意するとともに、原則として管上 30cm までは一層の仕上がり厚 15

㎝毎に人力により突き固め、その後は仕上がり厚 20 ㎝毎に機械によ

り締め固めるものとする。 

 

4.1.12 管弁類の取扱い 

４．配水用ポリエチレン管の取扱いについては、次の各号を厳守しなけ

ればならない。 

（１）管の運搬または積下ろす場合は、クッション材を使用し、管や継

手に衝撃を与えないよう十分注意すること。 

（２）管を引きずったり、滑らせたりせず必ず管全体を持ち上げて小運

搬をすること。 

（３）管の保管は、熱気がこもらないよう風通しが良い場所を選ぶこと

とし、屋内保管を原則とする。やむを得ず屋外保管をする場合は、

直射日光による管の劣化を避けるため、シート等で覆う等の措置を

講じること。 

（４）管の保管は、平坦な場所を選び、不陸が生じないよう十分注意す

ること。特にＥＦ受口直管については、受口部の端子に衝撃を加え

たり損傷させないように慎重に取り扱うこと。 

Ⅱ 管路工事 

４．管路工事 

 

4.1 施工一般 

4.1.9 埋戻工 

２．埋戻しに際しては、所定の土砂を用いて片埋めにならないように注

意するとともに、原則として管天端までは一層の仕上がり厚 15 ㎝毎

に人力により突き固め、その後は仕上がり厚 20 ㎝毎に機械により締

め固めるものとする。 

 

4.1.12 管弁類の取扱い 
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５．弁類の取扱いについては、次の各号を厳守しなければならない。 

 

4.1.13 配管技能者及び不断水せん孔技能者 

３．不断水せん孔に従事する技能者は（公社）日本水道協会が行う不断

水せん孔講習会修了者、またはそれと同等以上の経験と技術を有する

者、当企業団の承認を得た者でなければならない。 

 

4.1.38 配水用ポリエチレン管布設 

１．配水用ポリエチレン管の配管作業（継手接合を含む）に従事す

る技能者は、配水用ポリエチレンパイプシステム協会主催の水道

配水用ポリエチレン配管施工講習会の受講者でなければならな

い。 

 

4.1.39 水圧試験 

１．受注者は、通水終了後、継手の水密性を確認するため、管路の水圧

試験をおこなう。 

 なお、水圧試験の方法については、監督職員の指示による。 

（２）試験区間は、管路を仕切弁等で原則約500ｍ程度に区切り、試験

水圧は0.75Ｍｐａで５分間保持し、0.60Ｍｐａを下回らない。もし、

これを下回った場合は、原則として接合をやり直し、再び水圧試験

を行う。 

 

4.1.41 埋設表示シート工 

２．埋設表示シートは発注者が承認したものを使用すること。 

 

４．弁類の取扱いについては、次の各号を厳守しなければならない。 

 

4.1.13 配管技能者及び不断水せん孔技能者 

３．不断水せん孔に従事する技能者は、またはそれと同等以上の経験と

技術を有する者、当企業団の承認を得た者でなければならない。 

 

 

4.1.38 配水用ポリエチレン管布設 

１．配水用ポリエチレン管の配管作業（継手接合を含む）に従事する

技能者は、配水用ポリエチレンパイプシステム協会の受講者でなけ

ればならない。 

 

 

4.1.39 水圧試験 

１．乙は、通水終了後、継手の水密性を確認するため、管路の水圧試験

をおこなう。 

 なお、水圧試験の方法については、監督職員の指示による。 

（２）試験区間は、管路を仕切弁等で約300ｍ程度に区切り、試験水圧

は0.75Ｍｐａで５分間保持し、0.60Ｍｐａを下回らない。もし、こ

れを下回った場合は、原則として接合をやり直し、再び水圧試験を

行う。 

 

4.1.41 埋設表示シート工 

２．埋設表示シートは甲が承認したものを使用すること。 

 

(変更) 

 

(変更) 

 

 

 

 

(変更) 

 

 

 

 

 

 

(変更) 

 

 

(変更) 
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５．鋳鉄管製作並びに接合工事 

  

5.3 接合工事 

5.3.10 フランジ形鋳鉄管の接合 

１．大平面座形フランジ（ＲＦ－ＲＦ）鋳鉄管の接合は、次の各号によ

るものとする 

（３）締め付けは、表 5.7 に示す締付けトルクまで締付けなければなら

ない。 

表 5.7 フランジボルト締付けトルク 

ボルトの呼び 締付けトルク※１ 

(N･m) 

締付けトルク※２ 

(N･m) 

連用呼び径 (㎜) 

Ｍ１６  60 60    50 ～   200 

Ｍ２０  90 90   250 ～   300 

Ｍ２２ 120 120   350 ～   400 

Ｍ２４ 260 180   450 ～   600 

Ｍ３０ 570 330   700 ～ 1,200 

Ｍ３６ 900 500 1,350 ～ 1,500 

※１水密性確保の観点から、ねじ部の摩擦係数が比較的大きいボルトを

用いる場合の値を示す。 

※２ねじ部に焼き付き防止剤等が施され、ねじ部の摩擦係数が低減され

ている低摩擦ボルトを用いる場合の値を示す。 

 

 

５．鋳鉄管製作並びに接合工事 

  

5.3 接合工事 

5.3.10 フランジ形鋳鉄管の接合 

１．大平面座形フランジ（ＲＦ－ＲＦ）鋳鉄管の接合は、次の各号によ

るものとする 

（３）締め付けは、表 5.8 に示す締付けトルクまで締付けなければなら

ない。 

表 5.8 フランジボルト締付けトルク 

ボルトの呼び 締付けトルク (N･m) 連用呼び径 (㎜) 

Ｍ１６  60    75 ～   200 

Ｍ２０  90   250 ～   300 

Ｍ２２ 120   350 ～   400 

Ｍ２４ 180   450 ～   600 

Ｍ３０ 330   700 ～ 1,200 

Ｍ３６ 500 1,350 ～ 1,800 

Ｍ４２ 580 2,000 ～ 2,400 

Ｍ４８ 700 2,600 
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２．溝形（メタルタッチ、ＲＦ－ＧＦ）鋳鉄管の接合は、次の各号によ

るものとする。 

（２）ガスケット溝にＧＦ形ガスケット１号を装着する。この時、装着

剤は用いなくてもよいが、溝からはずれやすい場合は、シアノアク

リレート系接着剤を呼び径によって４～６等分点に点付けする。た

だし、酢酸ビニル接着剤、合成ゴム系接着剤は、ガスケットに悪影

響を及ぼすので使用してはならない。 

（３）フランジの合わせは、ガスケットがよじれないように注意すると

ともに、片締めにならないよう両方のフランジ面が全周にわたり確

実に接触するまで締め付ける。さらに、すべてのボルトが６０Ｎ・

ｍ以上のトルクがあることを確認しなければならない。また、ガス

ケットがフランジ面間にかみ込んでいる場合は、継手を解体し、ガ

スケットの損傷がないことを確認のうえ、接合し直さなければなら

ない。 

（４）締付け後は、隙間ゲージにより円周４箇所以上で、等間隔の位置

で隙間を確認しなければならない。このとき、フランジ面間に 1 ㎜厚の

隙間ゲージが入ってはならない。 

 

 

 

 

２．溝形（メタルタッチ、ＲＦ－ＧＦ）鋳鉄管の接合は、次の各号によ

るものとする。 

（２）ガスケットの装着にあたり、ガスケットに有害な接着剤を使用し

てはならない。また、接着剤がガスケット溝からはみ出してはなら

ない。 

 

 

（３）フランジの合わせは、ガスケットがよじれないように注意すると

ともに、片締めにならないようフランジ面が全周にわたり確実に接

触するまでボルトを表 5.8 に示す規定の締付けトルクまで締付けな

ければならない。また、ガスケットがフランジ面間にかみ込んでい

る場合は、継手を解体し、ガスケットの損傷がないことを確認のう

え、接合し直さなければならない。 

 

（４）締付け後は、隙間ゲージにより円周４箇所以上で、等間隔の位置

で隙間を確認しなければならない。このとき、フランジ面間に 0.5

㎜厚の隙間ゲージが入ってはならない。 

 

 

(変更) 

 

 

 

 

(変更) 

 

 

 

 

 

 

(変更) 
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１１．道路復旧工事 
  

11.8 上層路盤工（加熱アスファルト安定処理） 

11.8.2 アスファルト舗装の材料 

１．アスファルトの品質 

(4) 改質アスファルトのうち、セミブローンアスファルトは、表 2.23

に示す規格に適合するものとする。 

２．アスファルト舗装工に使用する材料について、以下は設計図書によ

らなければならない。 

 (1) 粒状路盤材、粒度調整路盤材、セメント安定処理に使用するセメ

ント、石灰安定処理に使用する石灰、加熱アスファルト安定処理・

セメント安定処理・石灰安定処理に使用する骨材、加熱アスファル

ト安定処理に使用するアスファルト、表層・基層に使用するアスフ

ァルト混合物の種類 

 (2) セメント安定処理・石灰安定処理・加熱アスファルト安定処理に

使用する骨材の最大粒径と品質 

 (3) 粒度調整路盤材の最大粒径 

 (4) 石粉以外のフィラーの品質 

３．受注者は、アスファルト混合物事前審査委員会の事前審査で認定さ

れた加熱アスファルト混合物を使用する場合は、事前に認定書（認定証、

混合物総括表）の写しを監督職員に提出するものとし、アスファルト混

合物及び混合物の材料に関する品質証明、試験成績表の提出及び試験練

りは省略できる。なお、上記以外の場合においては、以下による。 

 

 

１１．道路復旧工事 
  

11.8 上層路盤工（加熱アスファルト安定処理） 

11.8.2 アスファルト 

１．アスファルトの品質 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(新設) 

 

(新設) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(新設) 
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４．受注者は、以下の材料の試験結果を、工事に使用する前に監督職員

に提出しなければならない。ただし、これまでに使用実績があるもの

を用いる場合には、その試験成績表を監督職員が承諾した場合には、

受注者は、試験結果の提出を省略する事ができるものとする。 

５．受注者は、使用する以下の材料の試験成績書を工事に使用する前に

監督職員に提出しなければならない。 

 (1) セメント安定処理に使用するセメント 

 (2) 石灰安定処理に使用する石灰 

６．受注者は、使用する以下の材料の品質を証明する資料を工事に使用

する前に監督職員に提出しなければならない。 

 

11.10 アスファルト舗装の材料 

11.10.1 アスファルト舗装の材料 

11.8.2 の規定に準じるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．受注者は、以下の材料の試験結果を、工事に使用する前に監督職員

に提出しなければならない。ただし、これまでに使用実績があるもの

を用いる場合には、その試験成績表を監督職員が承諾した場合には、

受注者は、試験結果の提出を省略する事ができるものとする。 

 

 

 

 

 

 

11.10 アスファルト 

11.10.1 アスファルトの品質 

１．使用するアスファルトの種類は、設計図書によるものとする。 

２．舗装用石油アスファルトは、表 2.21 に示す規格に適合するものとす

る。 

３．再生アスファルトは、表 2.21 に示す 100～120 を除く、40～60、60

～80 及び 80～100 の規格に適合するものとする。 

４．改質アスファルトのうち、セミブローンアスファルトは、表 2.23 に

示す規格に適合するものとする。 

３．受注者は、使用する以下の材料の品質を証明する資料を工事に使用

する前に監督職員に提出しなければならない。 

11.10.2 アスファルトの確認 

受注者は、工事に使用する前にアスファルトの品質証明書を監督職員

に提出し、承諾を得なければならない。 

 

(変更) 

 

 

 

(新設) 

 

 

 

(変更) 

 

 

(変更) 
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11.11 骨材 

11.11.4 フィラーの品質  

４．消石灰をはく離防止のためにフィラーとして使用する場合の品質

は、ＪＩＳ Ｒ 9001（工業用石灰）に規定されている生石灰（特号及

び１号）、消石灰（特号及び１号）の規定に適合するものとする。 

 

11.15 品質の試験方法 

11.15.1 アスファルト混合物事前審査制度 

１．アスファルト混合物事前審査制度は、アスファルト混合所から出荷

されるアスファルト混合物を関東地方整備局長が指定するアスファ

ルト混合物審査機関が事前に審査認定することにより、従来の工事

毎、混合物毎に実施してきた基準試験練り等を省略できる制度であ

る。 

２．発注者、施工者及びアスファルト混合物製造者の業務の合理化、省

力化ならびにアスファルト混合物の安定した品質の確保を図ることを

目的としている。 

 

11.10.3 再生用添加剤の品質 

プラントで使用する再生用添加剤の種類は、設計図書によるものとす

る。また、再生用添加剤の品質は、労働安全衛生法施行令に規定されて

いる特定化学物質を含まないものでなければならない。 

11.10.4 再生用添加剤の確認 

 受注者は、工事に使用する前に再生用添加剤の品質証明書を監督職員

に提出し、承諾を得なければならない。 

 

11.11 骨材 

11.11.4 フィラーの品質  

４．消石灰をはく離防止のためにフィラーとして使用する場合の品質は、

ＪＩＳ Ｒ 9001（工業用石灰）に規定されている消石灰（特号及び１

号）、消石灰（特号及び１号）の規定に適合するものとする。 

 

11.15 品質の試験方法 

11.15.1 事前審査制度 

１．受注者は、当該工事に使用するアスファルト混合物及び再生アスフ

ァルト混合物について、アスファルト混合物事前審査の認定を受けた

混合所の認定混合物を使用する場合は、認定書の写しを工事に使用す

る前に監督職員に提出しなければならない。必要書類を提出し、監督

職員が承諾したときに限り、混合所での立会検査及び試験記録の提出

を省略することができる。 

２．認定混合物とは、次の各号に定めるものをいう。 

(1)  加熱アスファルト安定処理、基層及び表層に使用する骨材 

(2)  基層及び表層に使用するアスファルトコンクリート再生骨材 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(変更) 

 

 

 

 

 

(変更) 
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(3)  加熱アスファルト安定処理、基層及び表層に使用するアスファル

ト 

(4)  再生用添加剤 

(5)  加熱アスファルト安定処理路盤材の粒度及びアスファルト量 

(6)  加熱アスファルト安定処理路盤材の基準密度 

(7) 加熱アスファルト混合物の粒度及びアスファルト量 

(8) 表層及び基層用の加熱アスファルト混合物の基準密度 

 (9)  排水性舗装用混合物の配合設計 
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Ⅳ 電気・機械計装設備工事 

１３．共通事項 

  

13.1 施工一般 

13.1.17 保証期間 

受注者は、工事の目的物が種類又は品質に関して契約の内容に適合

しない場合におけるその不適合を担保すべき責任があるときは、発注

者が定める相当の期間その不適合を補修し、またその不適合によって

生じた滅失、若しくはき損に対し、損害を賠償するものとする。 

 

Ⅳ 電気・機械計装設備工事 

１３．共通事項 

  

13.1 施工一般 

13.1.17 保証期間 

受注者は、工事目的物に瑕疵があるときは、発注者が定める相当の

期間その瑕疵を補修し、またその瑕疵によって生じた滅失、若しくは

き損に対し、損害を賠償するものとする。 

 

 

 

 

 

 

(変更) 
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１４．電気設備工事 

  

14.2 機器 

14.2.4 高圧機器 

１０．電圧変成器 

（２）接地形計器用変圧器（ＥＶＴ） 

   ① 準拠規格   ＪＥＣ 1201 またはＪＩＳ Ｃ 1731-2 

  ② 形   式   屋内用モールド形（高圧用は、ブチルゴム若し 

くはそれと同等以上の品質を有するもの）    

③ 定格電圧   １次 6.6kＶ√3または 3.3 kＶ√3、 

6.6kＶまたは 3.3 kＶ、２次 110Ｖ√3、110Ｖ 

           ３次 190Ｖ／３または 110Ｖ／３ 

  ④ 相  数   単相３台の組み合わせ、または３相 

  ⑤ 定格負担   特記仕様書による。 

  ⑥ 確度階級   ２次１Ｐ級、３次５Ｇ級  

  ⑦ 絶縁強度   特記仕様書による。 

  ⑧ 付帯機器類及び付属品  特記仕様書による。 

 

14.2.7 無停電電源装置 

３．インバータ 

（３）定格 

  ① 定格出力    特記仕様書による。 

  ② 定格の種類   100％連続 

  ③ 定格電圧    単相 100Ｖ 

  ④ 電圧調整範囲  定格入力時無負荷電圧の±３％ 

１４．電気設備工事 

  

14.2 機器 

14.2.4 高圧機器 

１０．電圧変成器 

（２）接地形計器用変圧器（ＥＶＴ） 

   ① 準拠規格   ＪＥＣ 1201 またはＪＩＳ Ｃ 1731-2 

  ② 形   式   屋内用モールド形（高圧用は、ブチルゴム若し 

くはそれと同等以上の品質を有するもの）    

③ 定格電圧   １次 6.6kＶ√3または 3.3 kＶ√3、 

6.6kＶまたは 3.3 kＶ、２次 110Ｖ 

           ３次 190Ｖ／３または 110Ｖ／３ 

  ④ 相  数   単相３台の組み合わせ、または３相 

  ⑤ 定格負担   特記仕様書による。 

  ⑥ 確度階級   ２次１Ｐ級、３次５Ｇ級  

  ⑦ 絶縁強度   特記仕様書による。 

  ⑧ 付帯機器類及び付属品  特記仕様書による。 

 

14.2.7 無停電電源装置 

３．インバータ 

（３）定格 

  ① 定格出力    特記仕様書による。 

  ② 定格の種類   100％連続 

  ③ 定格電圧    単相 100Ｖ 

  ④ 電圧調整範囲  定格入力時無負荷電圧の±３％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(変更) 
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  ⑤ 電気方式    単相２線式 

  ⑥ 定格周波数   ５０Ｈｚ 

  ⑦ 定格力率    遅れ０.９ 

  ⑧ 電圧精度    定常備差  定格電圧の±２％ 

             過渡備差  定格電圧の±１０％ 

              ｛停電復電時、負荷変時（60％→80％

→60％）｝ 

             整定時間  0.3 秒以内 

             周波数精度 定格周波数の±0.5％以内（内部

発時） 

            波形ひずみ率  ５％以下（直線性負荷時） 

            インバータ効率 負荷力率 0.9 に対して

70％以上 

            騒 音 機器から１ｍ離れた地点で 75dB以

下           

14.5 工事 

14.5.4 地中配線 

６．高圧ケーブルの離隔 

（２） 地中ケーブルと、地中弱電流電線とは、地中ケーブルが堅牢な 

   不燃性または自消性のある難燃性の管に収められた場合または 

相互に堅牢な耐火質の隔壁がある場合を除き、高低圧ケーブルで 

は 30cm 以上、特別高圧ケーブルでは 60cm 以上離隔させるもの 

とする。                                     

  ⑤ 電気方式    単相２線式 

  ⑥ 定格周波数   ５０Ｈｚ 

  ⑦ 定格力率    遅れ０.９ 

  ⑧ 電圧精度    定常備差  定格電圧の±２％ 

             過渡備差  定格電圧の±１０％ 

              ｛停電復電時、負荷変時（60％→80％

→60％）｝ 

             整定時間  0.3 秒以内 

             周波数精度 定格周波数の±0.5％以内（内部

発時） 

            波形ひずみ率  ５％以下（直線性負荷時） 

            インバータ効率 負荷力率 0.9 に対して

70％以上 

            騒 音 機器から１ｍ離れた地点で 75 ホン

以下 

14.5 工事 

14.5.4 地中配線 

６．高圧ケーブルの離隔 

（２） 地中ケーブルと、地中弱電流線とは、地中ケーブルが堅牢な 

   不燃性または自消性のある難燃性の管に収められた場合または 

相互に堅牢な耐火質の隔壁がある場合を除き、高低圧ケーブルで 

は 30cm 以下、特別高圧ケーブルでは 60cm 以上離隔させるもの 

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(変更) 

 

 

 

 

(変更) 
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   Ⅴ 工事関係要領等 

１７．埋設管の腐食対策施工要領 

  

２．使用材料 

表－１  材料寸法        単位：（㎜）  

                

管呼

び径 

内径 折り

径 

厚さ 長さ 管呼び径 内径 折り

径 

厚さ 長さ 

50 248 390 0.2 5,000 700 955 1,500 0.2 7,500 

75 248 390 0.2 5,000 800 1,114 1,750 0.2 7,500 

100 286 450 0.2 5,000 900 1,210 1,900 0.2 7,500 

150 350 550 0.2 6,000 1,000 1,273 2,000 0.2 7,500 

200 414 650 0.2 6,000 1,100 1,401 2,200 0.2 7,500 

250 446 700 0.2 6,000 1,200 1,592 2,500 0.2 7,500 

300 509 800 0.2 7,000 1,350 1,719 2,700 0.2 7,500 

350 573 900 0.2 7,000 1,500 1,846 2,900 0.2 7,500 

400 637 1,000 0.2 7,000 1,600 1,974 3,100 0.2 5,500(6,500) 

450 700 1,100 0.2 7,000 1,650 2,037 3,200 0.2 5,500(6,500) 

500 732 1,150 0.2 7,500 1,800 2,165 3,400 0.2 5,500(6,500) 

600 859 1,350 0.2 7,500 2,000 2,419 3,800 0.2 5,500(6,500) 

 備考  イ  スリーブの形状は、チューブ状とする。  

    ロ  折り径とは、円周長さの 1/2 の寸法とする。  

    ハ  呼び径 1,600～ 2,000 ㎜の（  ）内寸法は、管有効

Ⅴ 工事関係要領等 

１７．埋設管の腐食対策施工要領 

  

２．使用材料 

表－１  材料寸法        単位：（㎜）  

                

管呼

び径 

内径 折り

径 

厚さ 長さ 管呼び径 内径 折り

径 

厚さ 長さ 

75 248 390 0.2 5,000 800 1,114 1,750 0.2 7,500 

100 286 450 0.2 5,000 900 1,210 1,900 0.2 7,500 

150 350 550 0.2 6,000 1,000 1,273 2,000 0.2 7,500 

200 414 650 0.2 6,000 1,100 1,401 2,200 0.2 7,500 

250 446 700 0.2 6,000 1,200 1,592 2,500 0.2 7,500 

300 509 800 0.2 7,000 1,350 1,719 2,700 0.2 7,500 

350 573 900 0.2 7,000 1,500 1,846 2,900 0.2 7,500 

400 637 1,000 0.2 7,000 1,600 1,974 3,100 0.2 5,500(6,500) 

450 700 1,100 0.2 7,000 1,650 2,037 3,200 0.2 5,500(6,500) 

500 732 1,150 0.2 7,500 1,800 2,165 3,400 0.2 5,500(6,500) 

600 859 1,350 0.2 7,500 2,000 2,419 3,800 0.2 5,500(6,500) 

700 955 1,500 0.2 7,500      

 備考  イ  スリーブの形状は、チューブ状とする。  

    ロ  折り径とは、円周長さの 1/2 の寸法とする。  

    ハ  呼び径 1,600～ 2,000 ㎜の（  ）内寸法は、管有効

 

 

 

 

 

(変更) 
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長 5,000 ㎜の場合に適用  

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長 5,000 ㎜の場合に適用  

 

４．使用数量 

防食用ポリエチレンスリーブ被覆、固定用ゴムバンド及

び粘着テープの使用数量については、当企業団積算基準の

第３章第３節のポリエチレンスリーブ被覆工を基準にす

るものとする。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(削除) 
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１８．管名称等の明示要領 

  

１．明示テープ 

（１）適用範囲 

道路に導・送・配水管を埋設する場合に適用する。ただし、給水

装置を除くものとする。 

（２）材料 

明示テープは、設計書に従い、受注者が購入・準備したものを使 

用するものとする。なお、設計図書に記載されていない場合は、 

監督職員と協議し対応するものとする。 

 

２．明示シート 

（１）適用範囲 

導・送・配水管等を道路に埋設する場合に適用するものとする。 

 

（３）敷設方法 

①明示シートは、管天端から 30 ㎝上に管布設延長と同延長敷設

するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

１８．管名称等の明示要領 

  

１．明示テープ 

（１）適用範囲 

   道路に導水管・送水管を埋設する場合に適用する。但し、給水装

置は除くものとする。 

（２）材料 

   明示テープは、当広域連合企業団が支給したものを使用するもの

とする。 

 

 

２． 明示シート 

（１）適用範囲 

   導水管及び送水管等を道路に埋設する場合に適用するものとす

る。 

（３）敷設方法 

   ①明示シートは、管天端から 40cm 上に管布設延長と同延長敷設

するものとする。 

 

３. 仮配管標示テープ（反射式トラテープ） 

 (1) 適用範囲 

     仮配管の露出部及び道路敷に面した仮給水装置の立上り部等につ

いて、保安上の措置として行うものとする。 

 

 

 

 

 

(変更) 

 

 

(変更) 

 

 

 

 

 

(変更) 

 

 

(変更) 

 

 

 

(削除) 

1.3.5 事故防止に記

載 
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(2) テープの仕様 

     表示テープは、反射式トラテープ（１巻当り、幅 45 ㎜×長さ 10

ｍ）を使用するものとする。 

  90

㎜ 

   90

㎜ 

 

    

    ㎜ 

   45 

 

 

 

 

 黒              黄           黒          黄 

      45° 

 

(3) 貼付方法 

   ① 適用範囲の仮配管の全線について行うものとする。 

   ② 通行者側からみて全面斜め上部とする。（１～２時または 10 時

～11 時方向） 

                       道路側  民地側 

 

                     反射式テープ 
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１９-２. 完成図作成要領（水道事業） 

   

１．共通事項 

（４）検査終了後、同電子データ（ＤＷＧ・ＤＸＦ）を提出し、保存名

称は以下のとおりとする。 

例：工 00-0 竣工図.dwg 

 

 

３．図面の作成方法 

（１）位置図  

  ① 方位は、原則として図面配置上可能なものは「北」上方にする

こと。また上記以外のものは、必ず方位を入れること。 

② 縮尺は、原則として 1/10,000 以上とするが、工事場所がわか

りにくい場合は、適宜変更するなど工夫して良い。また、平面図

が２枚以上に分かれる場合は、それぞれに位置図を記載し当該図

面番号等を記入するなど視認し易い表示とする。  

③ 図面右上に原則記載し、目的物と目標物を記載し施工箇所を明

確にすること。 

 

（４）標準断面図（横断図） 

① 縮尺は、原則として 1/100 とするが、施工規模により拡大表記

（1/50 等）は可能である。 

② 断面変化する路線毎に下図のとおり作成すること。 

    ※離れ測定根拠となる構造物等（側溝・舗装端・境界杭等）が

明記されていること。 

１９-２. 完成図作成要領（水道事業） 

   

１．共通事項 

（４）検査終了後、同電子データ（オート・ＪＷＣＡＤ）を提出し、保

存名称は以下のとおりとする。 

例：工 00-0 竣工図(2-1).dwg 、工 00-0 竣工図(2-2).dwg ← 

全２葉の場合 

 

３．図面の作成方法 

（１）位置図  

  ① 方位は、原則として図面配置上可能なものは「北」上方にする

こと。また上記以外のものは、必ず方位を入れること。 

② 縮尺は、原則として 1/10,000以上とするが、工事場所がわかり

にくい場合は、適宜変更するなど工夫して良い。また、平面図が

２枚以上に分かれる場合は、それぞれに位置図を記載し当該図面

番号等を記入するなど視認し易い表示とする。  

③ 図面右上に原則記載し、目的物と目標物を記載し施工箇所を明

確にすること。 

 

（４）標準断面図（横断図） 

① 断面変化する路線毎に下図のとおり作成すること。 

    ※離れ測定根拠となる構造物等（側溝・舗装端・境界杭等）が明

記されていること。 

② 他企業占用物等記載すること。 

 

 

 

 

(変更) 

 

 

 

 

 

 

 

 

(変更) 

 

 

 

 

 

 

(追加) 
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③ 他企業占用物等記載すること。 

 

６）オフセット図 ※付属設備等オフセット 

  ① 上記概要図に記載された維持管理上必要箇所、各地点のオフセ

ット図を作成すること。 

② 縮尺はフリースケールで良い。 

③ 引照点は原則として３ヶ所以上選定し、やむを得ず２ヶ所とす

る場合は三角形を形成するものとして、出来る限り永久構造物を

選定すること。 

④ 引照点から目的物（仕切弁，消火栓等の中心）までの距離は次

のとおりとし、優先順位はア～オの順とする。 

       ｱ 境界杭、境界鋲・・・境界点からの距離 

      ｲ 人孔・・・人孔蓋の中心からの距離 

    ｳ 側溝・・・側溝の曲がり角（民地側）または、集合桝の角か

らの距離 

       ｴ 塀、建物・・・塀、建物の角からの距離 

    ｵ 塀、建物、側溝の壁面（直部）・・・直部からの距離を表示す

る場合は、これらの壁面直部の角からの位置を、別に測量して

明示すること。 

     なお、電柱は原則として引照点としないものとするが、永久構

造物がなく電柱のみの場合は、監督職員と協議し承諾を得るもの

とし、目的物に対し直近表面から測定する。また、目標物（永久

構造物及び電柱）のない場合は、監督職員と協議し承諾を得た後

に、埋設物表示鋲を近くに埋設し、それからの距離によりオフセ

ットを測定する。 

 

 

（６） オフセット図  ※付属設備等オフセット  

   ① 上記概要図に記載された維持管理上必要箇所、各地点のオフセ

ット図を作成すること。 

① 縮尺はフリースケールで良い。 

② 引照点は原則として２ヶ所以上選定し、２ヶ所の場合は三角

形を形成するものとして、出来る限り永久構造物を選定する

こと。 

③ 引照点から目的物（仕切弁，消火栓等の中心）までの距離は

次のとおりとし、優先順位はア～キの順とする。 

       ｱ 境界杭、境界鋲・・・境界点からの距離 

      ｲ 人孔・・・人孔蓋の中心からの距離 

    ｳ 側溝・・・側溝の曲がり角（民地側）または、集合桝の角から

の距離 

       ｴ 塀、建物・・・塀、建物の角からの距離 

    ｵ 電柱(コンクリート製に限る)・・・直近表面からの距離 

    ｶ 塀、建物、側溝の壁面（直部）・・・直部からの距離を表示す

る場合は、これらの壁面直部の角からの位置を、別に測量して

明示すること。 

     ｷ 引照点がない場合は、監督員と協議すること。 

      注）仕切弁・排水弁類等付属設備の 5ｍ以内にあり、容易に計

測可能な曲管等異形管はオフセットを取らなくてよい。 

 

 

 

 

(変更) 
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      注）仕切弁・排水弁類等付属設備の 5ｍ以内にあり、容易に計

測可能な曲管等異形管はオフセットを取らなくてよい。 
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２０-１.工事記録写真撮影要領 （用水供給事業） 

 

１．共通事項 

(7) 写真は、標尺その他を用い、目的物の寸法が判断できるようにし、

下記の内容を記入した黒板を同時に撮影しなければならない。 

  （測点とは、布設平面図の 20ｍ間隔の測点のことで、中間の位置を示

す場合は、No.15＋10ｍのように記入する。また、設計寸法も記入し、

構造物及び電気、機械、計装設備の場合は、どこの部分であるかを

明記する。) 

  ① 工事名 

  ② 名称 

  ③ 測点 

  ④ 略図 

  ⑤ 施工会社 

２０-１.工事記録写真撮影要領 （用水供給事業） 

 

１．共通事項 

(7) 真は、標尺その他を用い、目的物の寸法が判断できるようにし、

下図のような説明事項を記入した黒板を同時に撮影しなければなら

ない。 

  （測点とは、布設平面図の 20ｍ間隔の測点のことで、中間の位置を示

す場合は、No.15＋10ｍのように記入する。また、設計寸法も記入し、

構造物及び電気、機械、計装設備の場合は、どこの部分であるかを明

記する。 

 

 

 

(変更)  
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２０-２. 工事記録写真撮影要領（水道事業） 

 

１．この要領は、広域連合企業団が発注する請負工事の工事写真撮影に

適用する。ただし、この基準に定めがないものについては、監督職員が

別途指示することとする。 

(6)  写真は標尺その他を用い、目的物の寸法が判断できるようにし、

下記の内容を記入した黒板を同時に移すこと。（測点とは布設平

面図の 20m 間隔の測点、また略図はできるだけ記入し構造物の

場合は、どこの部分であるかを明記すること。）なお、黒板の色

は黒または深緑とする。 

   ① 工事件名 

   ② 名称 

   ③ 測点 

   ④ 略図 

   ⑤ 施工会社 

(7) 施工延長が，各撮影間隔に満たない場合は起点部，中間部，終点

部の３個所で撮影すること。 

(8) 写真綴り表紙には，施工年度・工事番号・工事名・施工個所・工

期・施工業者名を明記すること。 

(9) 工事の影響による被害申し立てに対し、正否を判断する資料とし

て工事着手前の現場写真を入念に撮影しておくこと。特に被害の予

想される境界杭・塀や家屋の壁・タイル・コンクリート叩きなどは

必ず撮影しておくこと。なお，境界杭については，「地主との立会

い状況，オフセット測定状況」等を撮影すること。 

(10) 設計条件の変更で，数量を変更精算する場合，写真が必要となる

２０-２. 工事記録写真撮影用料（水道事業） 

 

１．この要領は、甲が発注する請負工事の工事写真撮影に適用する。た

だし、この基準に定めがないものについては、監督職員が別途指示する

こととする。 

(6)  写真は標尺その他を用い、目的物の寸法が判断できるようにし、

図のような説明事項を記入した黒板を同時に移すこと。（測点とは

布設平面図の 20m 間隔の測点、また略図はできるだけ記入し構造

物の場合は、どこの部分であるかを明記すること。） 

① 施工延長が，各撮影間隔に満たない場合は起点部，中間部，

終点部の３個所で撮影すること。 

② 写真綴り表紙には，施工年度・工事番号・工事名・施工個所・

工期・施工業者名を明 

記すること。 

③ 工事の影響による被害申し立てに対し、正否を判断する資料

として工事着手前の現場 

写真を入念に撮影しておくこと。特に被害の予想される境界

杭・塀や家屋の壁・タイル・コンクリート叩きなどは必ず撮影

しておくこと。なお，境界杭については，「地主との立会い状況，

オフセット測定状況」等を撮影すること。 

④ 設計条件の変更で，数量を変更精算する場合，写真が必要と

なるので写真撮影（監督 

職員立会い）を必ず行うこと。 

⑤ 上記で変更精算の延長が長い場合は，20m 間隔で写真撮影す

ること。 

 

 

(変更) 
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ので写真撮影（監督職員立会い）を必ず行うこと。 

(11) 上記で変更精算の延長が長い場合は，20m 間隔で写真撮影する

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(7)  黒板の大きさは 45×75cm（45×60cm）でもよい。 

≪黒板について≫ 

・色は，黒又は深緑とする。 

・幅は，掘削幅に合わせ 60cm としてもよい。 

・略図部分を，参考図のように大きくとっても良い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(削除) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事件名

№

名　　称

測　　点 略図

施　　工

５
㎝

５
㎝

５
㎝

１５㎝

４
５

㎝

○○○○

会　　社

１
５

㎝
１

５
㎝

６０㎝

４５㎝
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２．撮影すべき主な標準事項 

(4) 配水用ポリエチレン管接合工事 

   ① 融着部の切削状況 

   ② 融着面の清掃状況 

   ③ クランプを用いた管の固定状況 

   ④ インジケータの確認 

    ・インジケータが隆起していることが見えるように写すこと。 

   ⑤ ポリエチレン管の切断状況 

    ・切断面の状況及び切管寸法を明示する写真とすること。 

   ⑥ 空気弁・消火栓・弁据付状況 

    ・全箇所について接合の順に写すこと。 

   ⑦ その他監督員の指示する箇所とする。 

    ・写真の整理は布設工事と同様とする。 

(5) 構造物築造工事 

２．撮影すべき主な標準事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 構造物築造工事 

 

 

(新設) 
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２１道路掘削工事現場における標示施設等の設置基準 

 

１．道路掘削工事の標示 

(1) 道路掘削工事を行う場合は、工事を開始する約１週間前から工事

情報看板を工事が予定されている現場付近の歩行者から見えやすい

位置に設置するものとする。また、工事中は工事説明看板を工事現

場付近の歩行者から見えやすい位置に設置するものとする。なお、

その他の必要な標示施設については「道路工事保安施設設置基準」

によるものとする。 

２１道路掘削工事現場における標示施設等の設置基準 

 

１．道路掘削工事の標示 

 (1) 道路掘削工事を行う場合は、必要な標示施設を「道路工事保安施

設設置基準」により工事着手前に設置するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(変更) 
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道路工事現場における工事情報看板及び工事説明看板の設

置について 

 

１ 工事情報看板の設置について 

予定されている当企業団の行う道路補修工事に関する工事情報を提

供するため、道路補修工事を開始する約１週間前から道路補修工事を開

始するまでの間、工事内容、工事期間等を標示する工事情報看板を、道

路補修工事が予定されている現場付近にドライバーから看板内容が見

えないように設置するものとする。 

ただし、短期間に完了する軽易な工事等については、この限りでな 

い。 

なお、標示板の設置にあたっては、様式１（道路補修工事）及び図 

３（標示板の設置場所）を参考とするものとする。 

 

 

２ 工事説明看板の設置について 

実施される道路補修工事に関する工事情報を提供するため、道路補 

修工事開始から道路補修工事終了までの間、工事内容、工事期間等を

標示する工事説明看板を、道路補修工事現場付近にドライバーから看

板内容が見えないように設置するものとする。 

   ただし、短期間に完了する軽易な工事等については、この限りでな 

い。 

なお、標示板の設置にあたっては、様式２（道路補修工事）及び図 

３（標示板の設置場所）を参考とするものとする。 

 

(削除) 

 

 

(削除) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(削除) 
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３ 水道工事に係る取扱いについて 

当企業団の水道工事は、占用工事であることを踏まえ、占用工事に 

係る工事情報の提供に当たっては、上記１、２の取扱いに準じて行う

ものとする。 

なお、標示板の設置にあたっては、様式３（工事情報看板・水道工 

事）、様式４（工事説明看板・水道工事）を参考とするものとする。 

    また、この場合、当該看板については、占用物件の設置等の工事の 

ための一時占用として取扱い、別個の占用としては取り扱わないもの

とする。 

 

(削除) 
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２３受注者提出資料 

 

主な提出書類一覧表 

    名   称 提 出 期 限 提
出 

部
数 

        摘    要 

１ 工事着手届 契約後７日以内  ２ 様式－１ 

２ 主任技術者等選

任通知書 

〃  ２ 
広域連合企業団建設工事

適正化指導要綱に定める

様式第 7 号による。 

３ 工事工程表 〃  ２  

４ 保安施設図 〃  ２  

５ 工事カルテ受領

書(写) 

仕様書 1.2.23 に

よる。 

 １  

６ 特定作業届 必要の都度   

７ 施工計画書 契約後３０日以内

（原則） 

 １ 
変更等がある場合は、監督

職員の指示による。 

８ 建退共掛金収納

書 

〃  １  

９ 下請業者選定通

知書 

下請契約後２週間

以内 

 ２ 
広域連合企業団建設工事

適正化指導要綱に定める

様式による。 

２３受注者提出資料 

 
主な提出書類一覧表 

    名   称 提 出 期 限 提
出 

部
数 

        摘    要 

１ 工事着手届 契約後７日以内  ２ 様式－１ 

２ 主任技術者等選

任通知書 

〃  ２ 
広域連合企業団建設工事

適正化指導要綱に定める

様式第 7 号による。 

３ 工事工程表 〃  ２  

４ 保安施設図 〃  ２  

５ 工事カルテ受領

書(写) 

仕様書 1.2.23 に

よる。 

 １  

６ 特定作業届 必要のつど   

７ 施工計画書 契約後３０日以内

（原則） 

 １ 
変更等がある場合は、監督

職員の指示による。 

８ 建退共掛金収納

書 

〃  １  

９ 下請業者選定通

知書 

  〃  ２ 
広域連合企業団建設工事

適正化指導要綱に定める

様式による。 

 

 

(変更) 
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10 施工体制台帳   〃  ２    〃 

11 施工体系図   〃  ２    〃 

12 工期延期願 必要の都度  ２ 様式－２ 

13 工事打合簿     〃  ２ 様式－３ 

14 確認・立会願     〃  ２ 様式－４ 

15 工事履行報告書 監督職員の指示に

よる。 

 ２ 様式－５ 

16 材料確認願 必要の都度  ２ 様式－６ 

17 支給材料受領書 受領の都度  １ 様式－７ 

18 支給材料返納書 返納の都度  １ 様式－８ 

19 現場発生品調書 監督職員の指示に

よる。 

 １ 様式－９ 

20 請負代金額の変

更申請書 

必要の都度  ２ 様式－10 

21 出来形部分検査

願 

検査希望日の 14

日前 

 ２ 様式－11 

22 工事完成通知書 工事が完成した

日 

 ２ 様式－12 

23 工事目的物引渡
申出書 

   〃  ２  

24 工事完成図       〃  １ 作成は、19.工事完成図
作成要領に 

よる。 

25 工事完成図(製

本) 

      〃  ３ 監督職員の指示によ

る。 

26 工事記録写真帳       〃  １ 他機関の指示がある場

10 施工体制台帳   〃  ２    〃 

11 施工体系図   〃  ２    〃 

12 工期延長願 必要のつど  ２ 様式－２ 

13 工事打合簿     〃  ２ 様式－３ 

14 確認・立会願     〃  ２ 様式－４ 

15 工事履行報告書 監督職員の指示に

よる。 

 ２ 様式－５ 

16 材料確認願 必要のつど  ２ 様式－６ 

17 支給材料受領書 受領のつど  １ 様式－７ 

18 支給材料返納書 返納のつど  １ 様式－８ 

19 現場発生品調書 監督職員の指示に

よる。 

 １ 様式－９ 

20 請負代金額の変

更申請書 

必要のつど  ２ 様式－10 

21 出来形部分検査

願 

検査希望日の 14

日前 

 ２ 様式－11 

22 工事完成通知書 工事が完成した

日 

 ２ 様式－12 

23 工事目的物引渡
申出書 

   〃  ２  

24 工事完成図       〃  １ 作成は、19.工事完成図
作成要領に 

よる。 

25 工事完成図(製

本) 

      〃  ３ 監督職員の指示によ

る。 

26 工事記録写真帳       〃  １ 他機関の指示がある場
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合は、監督 

職員の指示による。 

27 建設副産物処理承認

申請書 

工事着手前  ２ 様式－13 

28 建設副産物等処理調

書 

工事完成時  ２ 様式－14 

29 再生資源利用促進

計画書 

工事着手前  １ 建設リサイクルガイドラ

イン様式による 

30 再生資源利用促進

実施書 

工事完成時  １    〃 

31 前払金申請書 必要の都度  ２  

32 前払金請求書     〃  ２  

33 工事完成、部分払

請求書 

    〃  ２  

34 工事出来高数量

内訳書 

    〃  １  

35 事故発生報告書 その都度  ２  

36 承諾図書 必要の都度  ２  

 [注]上記に定めのない様式については土木工事書類作成マニュアルに

よるものとする。 

 

 

 

 

 

合は、監督 

職員の指示による。 

27 建設副産物処理承認

申請書 

工事着手前  ２ 様式－13 

28 建設副産物等処理調

書 

工事完成時  ２ 様式－14 

29 再生資源利用促進

計画書 

工事完成時  １ 建設リサイクルガイドラ

イン様式による 

30 再生資源利用促進

実施書 

  〃  １    〃 

31 前払金申請書 必要のつど  ２  

32 前払金請求書     〃  ２  

33 工事完成、部分払

請求書 

    〃  ２  

34 工事出来高数量

内訳書 

    〃  １  

35 事故発生報告書 そのつど  ２  

36 承諾図書 必要のつど  ２  

[注]上記に定めのない様式については土木工事書類作成マニュアルに

よるものとする。 
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２８品質管理基準 

 

GX 形ダクタイル鋳鉄管許容曲げ角度及び標準胴付間隔（単位：mm） 

管  径 許容曲げ角度 胴付間隔 

７５～１００ ４°００′ ４５ 

１５０～２５０ ４°００′ ６０ 

３００ ４°００′ ７２ 

４００ ４°００′ ７５ 
 

２８品質管理基準 

 

 

 

 

(追加) 
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  Ⅵ 工事関係要付録 

１．水道工事：中間検査実施細則 

 

２．建築・設備工事：中間検査実施細則 

 

３．中間検査願（書式） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(削除) 

 

(削除) 

 

(削除) 

 

※上記のほか、全般をとおして誤字・脱字の訂正を行っています。 


